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「川崎市立学校体育館空調設備整備等事業」入札説明書等 新旧対照表 

令和 8年 9月 10 日 

「川崎市立学校体育館空調設備整備等事業」に係る入札説明書等に関する質問への回答を踏まえ、令和 8年 8月 6日付で公表した入札説明書等

を、以下のとおり修正する。 

 

No 資料名 頁 該当箇所 修正前 修正後 

1 要求水準書 31 
７（３） 

ア 

各対象校において、維持管理業務を行う最初の年度の

7 月から 9 月の間のいずれかの日に、各対象室（付属

室は除く。）に計測機材を持ち込み、室内温度及び外

気温度を専用機材により測定し、提供条件の確認を行

い、本市及び学校に報告することとする。 

各対象校において、供用開始後最初に到来する 7 月か

ら 9 月の間のいずれかの日に、各対象室（付属室は除

く。）に計測機材を持ち込み、室内温度及び外気温度

を専用機材により測定し、提供条件の確認を行い、本

市及び学校に報告することとする。 

2 
基本協定書

（案） 
4 

第８条 

第３項 

なお、特別目的会社、構成員等が、事業契約第 77 条第６

項又は第７項の違約金とは別途に事業契約第 77 条第８

項に定める違約金の支払いを行った場合は、構成員等は

当該別途支払われた違約金の支払金額の範囲において、

本項の支払い義務を免れるものとする。 

なお、特別目的会社、構成員等が、事業契約第 79 条第６

項又は第７項の違約金とは別途に事業契約第 79 条第８

項に定める違約金の支払いを行った場合は、構成員等は

当該別途支払われた違約金の支払金額の範囲において、

本項の支払い義務を免れるものとする。 

3 
事業契約書

（案） 
47 

第 79 条 

第６項 

なお、甲と乙との間で締結された基本協定書第８条第

２項又は第９条第９項に基づき、構成員等が甲に対

し、違約金の支払いを行った場合は、乙は本項の支払

義務を免れるものとする。 

なお、甲と構成員等との間で締結された基本協定書第

８条第２項又は第９条第９項に基づき、構成員等が甲

に対し、違約金の支払いを行った場合は、乙は本項の

支払義務を免れるものとする。 

4 
事業契約書

（案） 
47 

第 79 条 

第７項 

なお、甲と乙との間で締結された基本協定書第８条第

２項又は第９条第９項に基づき、構成員等が甲に対

し、違約金の支払いを行った場合は、乙は本項の支払

義務を免れるものとする。 

なお、甲と構成員等との間で締結された基本協定書第

８条第２項又は第９条第９項に基づき、構成員等が甲

に対し、違約金の支払いを行った場合は、乙は本項の

支払義務を免れるものとする。 
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No 資料名 頁 該当箇所 修正前 修正後 

5 
事業契約書

（案） 
47 

第 79 条 

第８項 

なお、甲と乙との間で締結された基本協定書第８条第

３項に基づき、乙が甲に対し、違約金の支払いを行っ

た場合は、乙は本項の支払義務を免れるものとする。 

なお、甲と構成員等との間で締結された基本協定書第

８条第３項に基づき、構成員等が甲に対し、違約金の

支払いを行った場合は、乙は本項の支払義務を免れる

ものとする。 

6 
事業契約書

（案） 
67 別紙２ 

３ 維持管理業務期間 

  令和 10 年４月１日から令和 24 年３月 31 日まで 

３ 維持管理業務期間 

  供用開始日から令和 24 年３月 31 日まで 

7 
事業契約書

（案） 
81 

別紙９ 

２（１） 

なお、各対象校において、維持管理業務を行う最初の年

度の７月から９月の間のいずれかの日に、各対象室（付属

室は除く。）に計測機材を持ち込み、室内温度及び外気温

度を専用機材により測定し、提供条件の確認を行い、維持

管理業務計画書に基準値として記載する。 

なお、各対象校において、供用開始後最初に到来する７

月から９月の間のいずれかの日に、各対象室（付属室は除

く。）に計測機材を持ち込み、室内温度及び外気温度を専

用機材により測定し、提供条件の確認を行い、維持管理業

務計画書に基準値として記載する。 

8 
事業契約書

（案） 
86 

別紙９ 

性能検証項

目（表内） 

室内温度、騒音レベル等 

②甲は原則として、①の資料をもとに性能達成を判断

する。なお、その際は、当該対象校の維持管理業務を

行う最初の年度の７月から９月の間のいずれかの日に

各対象室で測定した基準値も参考とする。 

性能検証項目（表内） 

室内温度、騒音レベル等 

②甲は原則として、①の資料をもとに性能達成を判断

する。なお、その際は、当該対象校で供用開始後最初

に到来する７月から９月の間のいずれかの日に各対象

室で測定した基準値も参考とする。 

9 
事業契約書

（案） 
112 

別紙 16 

第１条 

【  】、【  】、【  】、【  】、【  】、【  】、【  】、【  】及

び【  】（以下、「保証人」という。）は、川崎市（以下「市」と

いう。）と【  】（以下、「事業者」という。）が令和【 】年【 】

月【 】日付で締結した、川崎市立学校体育館空調設備整

備等事業における事業契約（以下「事業契約」という。）書

第 43 条に基づいて事業者が市に対して負う契約不適合

【  】、【  】、【  】、【  】、【  】、【  】、【  】、【  】及

び【  】（以下、「保証人」という。）は、川崎市（以下「市」と

いう。）と【  】（以下、「事業者」という。）が令和【 】年【 】

月【 】日付で締結した、川崎市立学校体育館空調設備整

備等事業における事業契約（以下「事業契約」という。）書

第 44 条に基づいて事業者が市に対して負う契約不適合
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No 資料名 頁 該当箇所 修正前 修正後 

責任（以下「主債務」という。）について、これを連帯して保

証する。 

責任（以下「主債務」という。）について、これを連帯して保

証する。 

10 様式集 Word 3 ３（３）ア 様式 5-3 書式ｻｲｽﾞ A3 様式 5-3 書式ｻｲｽﾞ A4 

11 様式集 Word 3,4 

３（３）ア

～オ 

様式 3-2 

提出部数 20 部 提出部数 15 部 

12 様式集 Word 5 ２ 

  各分冊のファイルの表紙及び背表紙に「川崎市立学校

体育館空調設備整備等事業」と「①～④」の番号を明記

し、それぞれ正本 1 部、③、④の区分については副本

19 部を加えて（合計 20 部）を提出すること。なお、③、

④の区分のファイルの表紙及び背表紙には、通し番号

（正本には 1/20、副本には 2/20～19/20）を記入するこ

と。 

  各分冊のファイルの表紙及び背表紙に「川崎市立学校

体育館空調設備整備等事業」、「①～④」の番号及び

「提案受付番号」を明記し、それぞれ正本 1 部、③、④

の区分については副本 14 部を加えて（合計 15 部）を

提出すること。なお、③、④の区分のファイルの表紙及

び背表紙には、通し番号（正本には 1/15、副本には

2/15～15/15）を記入すること。 
13 様式集 Word 6 ２ 様式 5-0～様式 5-8 及び添付資料 様式 5-0～様式 5-7 及び添付資料 

14 様式集 Word  様式 2-14 添付書類９ 商業登記簿謄本 添付書類９ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

15 様式集 Excel  様式 5-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


